





















































（ 2）　首藤重幸「税務訴訟にみる公定力理論の検証と克服」税弘59巻 6 号81頁（2011
年）。




















































































































修正者数／納税義務者数 修正割合 修正者数／納税義務者数 修正割合
平成21年度 76,613人／28,991,554人 0.3％ 118,570人／32,644,343人 0.4％
平成22年度 49,042人／29,184,470人 0.2％ 56,407人／32,904,180人 0.2％
平成23年度 44,749人／29,307,753人 0.2％ 44,636人／33,222,534人 0.1％











































































































































































































（27）　法人税に関する事案であるが、東京地判平成24年 2 月28日訟月58巻 8 号3020
頁は、更正の請求の制度があることから補充性要件を欠くと判示している。





























（28）　最判昭和52年 3 月31日訟月23巻 4 号802頁。

























ついては、沼井英明「国家賠償法 1条 1 項に基づく固定資産税の過納金相当額の損
害賠償請求に係る諸問題」EvaluationNo.60/61（2016年）97頁でも分析されてい
る。





























































































標準の額となる（地方税法349条の 3 の 2 第 1 項）。また、住宅用地のうち、
200㎡以下の住宅用地（200㎡を超える場合は住宅 1 戸あたり200㎡までの部
分）を小規模住宅用地といい、小規模宅地については課税標準となるべき



































































































































































































































































（52）　仙台地判平成22年 9 月 9 日 LEX/DB 文献番号25442632参照。同様の事案とし
て東京地判平成24年 1 月25日判タ1387号171頁、平成22年最判以前の事案ではある
が、名古屋高判平成21年 4 月23日判時2058号37頁、大阪地判平成20年 9 月30日判自





















































































690　　早法 95 巻 3 号（2020）
　一方で、多くの裁判例において、更正の除斥期間や還付金の消滅時効を
超える期間にわたり、過誤納金相当額の賠償責任が認められているという
事実を目の当たりにすると、課税処分をめぐる救済制度間で、救済の範囲
や程度に大きな差異が生じていることに疑問を感じないではない。もちろ
ん、制度が異なるのであるから、むしろ結論（救済の在り様）に差が生じ
るのは当然であり、とりたてて問題にすべきことではないのかもしれな
い。平成22年最判を受け、租税法学説においては、租税実体法的観点から
の納税者救済の可能性が論じられてもいる
（63）
。公定力を克服した、違法な課
税処分をめぐる国家賠償訴訟は、「その後」、上までに述べてきたように展
開した。それでは、「これから」、法制度全体の中で納税者の権利救済はど
のように図られるべきか。わたしたちは次の段階に立っている。
実に鑑みると、もっぱら課税庁の責任において賦課・徴収を行うという現行の固定
資産税制度にも限界がある。裁判例を見てきたとおり、執行過程における責任の所
在が国家賠償責任にも大きく影響することを考慮すれば、今後の立法政策として
は、課税庁と納税者との間で適切な役割と責任の分担を構築していくことも必要で
はないかと思われる。
（63）　中里実は「租税手続法のみで納税者救済を考える考え方は偏頗的であり、むし
ろ、民事訴訟を通じた実体法的納税者救済を考えるべき時代が来ている」（中里実
「金銭債権としての租税債権と、私法的な納税者の救済」税研161号14頁（2016年））
と述べる。また、谷口勢津夫は「国家賠償請求権の租税実体法的意義」の観点から
すると、「過納金相当額の損害」と「過納金」との関係では、国家賠償請求権と過
納金還付請求権とは「実質的に同じ」であることからすれば、課税処分の違法を理
由とする国家賠償請求を公定力の客観的範囲外と判断した以上、「過納金の返還を
求める不当利得返還請求も、課税処分の公定力の客観的範囲外」と解してよいとす
る（谷口勢津夫「過大納付税額の不当利得返還請求の許容性」芝池古稀『行政法理
論の探求』（有斐閣、2016年）446頁参照）。
